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1
【内部管理体制】
・経営理念及び経営目標を社内で共有、実践している。

●

【経営理念・経営目標の従業員への発信・共有方法】
＜社内文書による共有＞
・経営理念・経営目標を明文化した文書：「経営方針書」「社内ハンドブック」
・全社員に配布し、入社時研修や定期的な更新時に確認してもらう。

＜朝礼・全体会議での周知＞
・月次全体会議や朝礼で、経営理念や目標に関するトップメッセージを発信。
・具体的な事例や進捗状況を交えて解説し、理念や目標を日常業務に結びつける。

＜社内掲示板・デジタルツールでの共有＞
・社内イントラネットやSlack等の社内チャットで経営理念・目標を常時閲覧可能にする。
・重要な指針や更新情報は随時通知することで浸透を図る。

＜ワークショップ・研修での体験的理解＞
・経営理念や目標に関連したケーススタディやディスカッションを実施。
・部門ごとに業務目標と理念の紐付けを行い、具体的な行動指針として落とし込む。

＜評価・表彰制度との連動＞
・社員の業務評価や表彰制度に経営理念・目標の実践度を反映。
・理念の体現を具体的な行動として可視化することで、浸透を促進。
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2
【法令遵守】
・法令遵守の考えが社内に浸透し、法令を確実に遵守する体制・仕組み
を構築している。

●
・法令遵守の規程とマニュアルがあり、法令遵守の重要性を、全従業員に向けて発信している。
・コンプライアンス研修を実施し、従業員への啓発及び法令遵守を行っている。
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3
【公正な競争】
・不正競争行為に関与しない方針を掲げ、社員に周知している。

●

【公正な競争の従業員への発信・共有方法】
＜社内文書による明文化＞
・「行動規範」「コンプライアンス規程」に公正競争に関する方針を明文化。
・入社時研修や定期的な社内確認で文書を提示し、理解を促す。

＜研修・教育の実施＞
・年1回以上、社内研修やeラーニングにより公正な競争・独占禁止法等の基礎知識を教育。
・ケーススタディを通じて日常業務での適切な行動を学ぶ。

＜社内掲示・デジタルツールでの周知＞
・社内イントラネットや掲示板に、競争法や独占禁止法に関する要点を掲載。
・重要な法改正や注意点はメールやチャットで通知。

＜業務マニュアルとの連動＞
・契約や取引に関する業務マニュアルに、公正競争に抵触しない対応方法を明記。
・部署ごとにチェックリストや承認フローを設け、日常業務での遵守を徹底。

＜相談・通報体制の整備＞
・公正競争に関する疑問や問題が生じた場合、コンプライアンス担当者や社内窓口に相談可能。
・匿名通報制度を整備し、従業員が安心して報告できる環境を確保。
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4
【組織体制】
・企業活動が社会・環境に及ぼす影響に対応する担当や専門部署など
の体制を整備している。

●

【社会への影響】
＜正の影響（ポジティブ）＞
・地域経済への貢献：地元の人材採用や取引先との連携を通じて地域の雇用創出や経済活性化に寄与。
・社会的責任の推進：ボランティア活動や地域活動への参加、CSR活動を通じて地域コミュニティの発展に寄与。

＜負の影響（リスク・マイナスの可能性）＞
・従業員への負担増：過重労働や業務負荷が生じる場合、従業員の健康や生活に影響する可能性。
・地域社会への過剰影響：事業拡大に伴い、地域の文化・景観・交通などに一時的な負荷がかかる可能性。
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●
【知的財産保護】
・知的財産の保護に取り組んでいる。

5

【知的財産権の保護と侵害防止に関する取り組み】
1.自社の知的財産の保護
＜特許・商標・著作権の管理＞
・自社が保有する特許、商標、著作権を明確に登録・管理。
・登録状況や使用権限を社内データベースで管理し、無断使用や権利漏れを防止。

＜社内規程の整備＞
・「知的財産管理規程」「コンプライアンス規程」において、知的財産の取得・利用・保護に関するルールを明文化。
・従業員が知的財産権を適切に扱うための指針を提供。

＜従業員教育・研修＞
・定期的に研修を実施し、知的財産権の重要性や侵害リスクへの対応方法を周知。
・開発・企画部門への個別研修を実施し、創作物や技術の権利保護を徹底。

2. 他社の知的財産を侵さない取り組み
＜事前調査・権利確認＞
・新製品・サービスの開発時に、特許・商標・著作権の権利状況を調査。
・他社権利との重複や侵害リスクを確認した上で設計・企画を行う。

＜社内ワークフローでのチェック＞
・開発・販売前に知的財産部門や法務担当による承認フローを設置。
・著作物の利用や外部素材の採用時にライセンス契約の確認を徹底。

＜外部相談窓口の活用＞
・権利関係で不明点が生じた場合、特許事務所や弁護士等の専門家に相談。
・適正利用やライセンス契約に関する助言を受け、侵害リスクを低減。

3. 他社の知的財産保護への配慮
＜外部パートナーとの契約＞
・取引先や協力会社に対して、知的財産保護に関する遵守事項を契約書に明記。
・他社の技術や著作物を利用する場合は、使用許諾契約やライセンス契約を締結。

＜情報共有と啓発活動＞
・社内研修や社内掲示で「他社の知的財産を尊重する」姿勢を周知。
・違反行為の防止や、正しい利用方法の浸透を図る。

9
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主なSDGs（17のゴールと169のターゲット）　

分類 No. 基本
チャレン
ジ

具体的な取組み
（※事業者が記載する欄）
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（様式第2号）
・基本項目は25項目全てに、チャレンジ項目は25項目のうち5項目以上に具体的な取組みを記載してください。
・「企業」や「社内」とあるものは、NPO法人や個人事業主等はそれぞれの形態に応じて、読み替えてください。
・【予定】の項目は1年以内に【○年○月実施】として、具体的な取組みを記載のうえ、提出してください。

SDGs達成に向けた取組みチェックリスト 事業者名：

基本項目記入数 チャレンジ項目記入数

チェック項目

新規
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8

【サプライチェーン管理】
・サプライヤー、事業パートナー等と、人権侵害の防止、生物多様性や生
態系への悪影響の防止、倫理面での適切な対応（ハラスメント・汚職・贈
収賄防止）について認識を共有し、共に取り組んでいる。

●

【取引先等との問題意識の共有に関する具体的取組み】
＜定期的な会議・報告会の実施＞
・月次または四半期ごとに取引先との定例会議を実施し、業務上の課題や市場動向について情報共有。
・各課題に対して原因分析や改善策を提示し、双方の認識をすり合わせる。

＜共同ワークショップ・勉強会の開催＞
・品質向上、安全管理、法令遵守等のテーマで取引先と合同ワークショップを実施。
・実際のケーススタディを通じて、問題意識の共通化と改善策の検討を行う。

＜情報共有ツールの活用＞
・メールマガジン、専用ポータル、チャットツールなどで最新の課題情報や改善指針を共有。
・問題発生時はリアルタイムで通知・相談できる体制を整備。

＜定期アンケート・ヒアリング＞
・取引先への定期的なアンケートやヒアリングを通じて、潜在的課題やニーズを把握。
・回収した情報をもとに、改善策や対応方針を双方で検討。

＜トラブル発生時の迅速対応＞
・不具合やクレーム発生時に、専任担当者が取引先と協議し、原因と再発防止策を共有。
・改善策の実施状況も定期的に報告し、信頼関係を維持。
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9
【災害や事故への備え】
・地震や水害などの自然災害や事故などに備え事業継続計画（BCP）
を策定し、訓練や見直しを行っている。

● 9 11 13.1 16 17

10
【事業承継】
・事業承継に関する検討・対策を行っている

●
・後継者セミナーへの参加や事業承継計画の策定を行っている。
・セミナー研修等により、後継者の指導・育成に取り組んでいる。
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11
【公正な貿易】
・フェアトレード商品の調達に取り組んでいる。

● ・原産地に関心を持ち、配慮しながら、ネパールの農家よりコーヒー豆を調達し、ギフトセットの商品化を実施している。 1 2 5 8 12 13 14 15 16 17

●
【個人情報保護】
・個人情報を適切に管理している。

6

【個人情報保護に関する取り組み】
1. 個人情報の取得・管理
＜取得目的の明確化＞
・お客様から個人情報を取得する際は、利用目的を明確にし、同意を得た上で取得。
・利用目的は社内規程やプライバシーポリシーに明記。

＜管理体制の整備＞
・個人情報はアクセス権限を限定した安全なサーバーやロッカーで保管。
・定期的にデータベースや紙媒体の管理状況を確認し、漏洩防止策を徹底。

2. 従業員への教育・遵守
＜研修・啓発活動＞
・年1回以上、個人情報保護に関する社内研修を実施。
・従業員に対して取り扱いルールや注意点を周知し、意識向上を図る。

＜社内規程・マニュアルの整備＞
・「個人情報保護規程」「情報セキュリティ規程」に基づき取り扱い手順を明文化。
・個人情報の収集、利用、保管、廃棄に関する手順をマニュアル化。

3. 安全対策
＜技術的対策＞
・個人情報を扱うシステムに対して暗号化、アクセス制御、ログ管理を実施。
・外部からの不正アクセスやウイルス対策を常時実施。

＜物理的対策＞
・紙媒体の個人情報は施錠されたキャビネットで管理。
・廃棄時はシュレッダーや専門業者を利用。

4. 監査・見直し
＜定期的な内部監査＞
・個人情報管理体制の遵守状況を定期的にチェック。
・問題点や改善点があれば是正措置を実施。
＜外部認証・規格への準拠＞
・必要に応じて、個人情報保護に関する外部認証（例：プライバシーマーク）取得や規格への準拠を推進。
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【利害関係者との連携・コミュニケーション手法】
＜ 他企業・団体との連携＞
・他社と連携して、新製品開発の共同研究を進めている技術情報の共有や試作品の共同検証を実施。
・共同会議を月1回開催し、進捗確認や課題共有を行う。
・地域づくり団体やNPO等と連携して、地域貢献活動を推進
・地域清掃活動や子ども向けワークショップを共同開催。
・社員のボランティア参加を促進し、地域との関係性を強化。

＜ 顧客とのコミュニケーション＞
・定期的なアンケートやヒアリング（対話）
・製品・サービスの利用状況や満足度を把握し、改善策に反映。
・顧客フォーラムや説明会を開催し、直接意見交換の機会を設ける。

＜問い合わせ・サポート体制の充実＞
・電話・メール・チャットで迅速な対応を実施。
・顧客対応の内容を社内共有し、サービス品質の向上に活用。

＜取引先との連携＞
・定期的な取引先会議の実施
・取引条件、納期、品質管理などの情報共有。
・改善提案や新規取組みを協議し、双方の業務効率化を推進。

＜共同研修・勉強会＞
・法規制や安全管理に関する勉強会を開催し、取引先との理解を深める。

＜従業員とのコミュニケーション＞
・月次全社会議・部門会議
・経営方針や目標、各部門の進捗状況を共有。
・意見交換や質疑応答の場を設け、双方向のコミュニケーションを促進。

＜社内SNS・イントラネットでの情報共有＞
・経営方針、社内ニュース、成功事例をリアルタイムで共有。
・従業員がコメントや質問を投稿できる仕組みを整備。

＜行政・公的機関との連携＞
・行政との情報共有・相談
・地域政策や規制対応に関して行政と定期的に情報交換。
・公的助成金や補助金制度の活用に関する相談を実施。

＜共同プロジェクトの推進＞
・地域振興や環境保護の取組みで、行政と連携してイベントや施策を実施。

●

【ステークホルダーとの対話】
・ステークホルダー（※）との対話により、自社の活動がステークホル
ダーに及ぼす影響を把握し、適切に対応している。（※利害関係者：消
費者、投資家等及び社会全体）

7
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12

【差別の禁止】
・性別、年齢、障がい、国籍、出自などによる差別や各種ハラスメントを
防ぐ体制が整備され、社内で差別や人権侵害がないことを確認してい
る。

●

【雇用条件・職場環境における差別防止・ハラスメント対策】

＜ハラスメント研修の実施＞
・新入社員研修、管理職研修、定期フォロー研修において、セクハラ・パワハラ・マタハラ等の具体例を交えた研修を実施。
・研修では、日常業務や昇進・評価の場面で差別やハラスメントが起こらない行動指針を提示。
・ケーススタディやロールプレイを通じて、従業員が実際の状況で適切に対応できるよう教育。

＜就業規則への明文化＞
・「セクシャルハラスメントの禁止」「パワーハラスメントの禁止」「年齢・性別・国籍等による差別の禁止」を就業規則に明記。
・就業規則には、違反時の懲戒規定や相談窓口も記載。

＜相談・通報体制の整備＞
・社内窓口、外部相談窓口（弁護士・専門機関）を設置。
・匿名での相談・通報が可能な体制を整備し、従業員が安心して報告できる環境を提供。

＜昇進・評価・福利厚生における平等運用＞
・昇進・昇格、評価、福利厚生利用などあらゆる雇用条件において、性別・年齢・国籍・障害の有無などによる差別を排除。
・評価基準は明確化・標準化し、管理職によるチェックを実施。

＜啓発活動・社内周知＞
・社内イントラネットや掲示板でハラスメント防止のポスターやガイドラインを掲載。
・定期的に全社向けに注意喚起メールを配信し、差別やハラスメント禁止の意識を浸透。

4.3
4.4
4.5

5.1
5.2
5.5

8.5
8.7
8.8

10.2
10.3

16.1
16.2
16.7

13
【労働安全衛生】
・業務中の事故等を防ぐため、安全で衛生的な労働環境の整備に取り
組んでいる。

●

【安全衛生講習・職場環境整備の具体的取組み】

＜労働安全衛生講習会の実施＞
・新入社員や現場従業員を対象に、労働安全衛生に関する基礎知識や作業上の注意点を教育。
・定期的に法定講習（労働安全衛生法に基づく講習）を実施し、最新の安全規制や業務上のリスク対応を周知。
・実技研修として、作業手順の確認や安全器具の使用方法、緊急時対応の訓練を実施。

＜メンタルヘルス対策・心理的安全性の確保＞
・管理職向け教育で、職場の心理的安全性を確保するコミュニケーションスキルや部下のケア方法を指導。
・全社員を対象にメンタルヘルス研修を実施し、ストレスの早期発見・対処法を学習。
・社内相談窓口（人事・産業医・外部カウンセラー）を設置し、従業員が安心して相談できる環境を整備。

＜日常業務での安全衛生管理＞
・定期的な職場巡視・点検で作業環境の安全確認を実施。
・事故やヒヤリハットの報告・分析を行い、再発防止策を策定。

＜安全衛生優良企業公表制度の認定取得（今後予定）＞
・厚生労働省の「安全衛生優良企業公表制度」に認定されており、社内安全管理体制の適正性を外部から評価してもらう。
・認定取得に向けて、安全衛生管理計画の策定や社内監査を定期的に実施予定。

3 8.8

14
【公正な待遇】
・雇用形態に関わらず、同一労働同一賃金等の原則に沿って対応して
いる。

● ・同一労働同一賃金等の原則に沿って、従業員（正社員・スタッフ・パート社員）の公正な待遇を行っている。 5.5 8.5
10.2
10.3

15
【ワークライフバランス】
・働き方の見直し等により、過度な長時間労働を防止し、家庭と仕事の
両立を図るためのワークライフバランスを推進している。

●

【労働時間管理・残業時間短縮の具体的取組み】

＜勤怠管理システムの導入＞
・ICカード打刻やクラウド勤怠管理システムを導入し、出退勤時間や残業時間を正確に把握。
・部門別・個人別の労働時間データを自動集計し、管理職に通知。
・定期的な残業状況のチェック
・月次で部署ごとの残業時間を集計し、長時間労働者を早期に把握。
・残業が多い部署や個人に対して、業務量の調整やサポートを実施。

＜業務効率化・業務量調整＞
・定例会議や業務報告を見直し、無駄な作業の削減や優先順位の明文化を実施。
・チームでの業務分担の最適化や、タスク管理ツールの活用により効率的な業務運営を推進。

＜フレックスタイム・テレワーク制度の活用＞
・フレックスタイム制度や在宅勤務制度を導入し、従業員の勤務時間を柔軟に管理。
・通勤ラッシュや家庭の事情に応じた働き方を可能にすることで、残業削減を促進。

＜上司による働き方の見守り・指導＞
・管理職に対して、部下の勤務状況や残業状況を確認する義務を明確化。
・長時間労働や休日出勤の是正を促す指導を定期的に実施。

＜労働時間短縮の啓発＞
・ノー残業デーの設置（毎週水曜日）
・社内掲示板やメールで、時間内業務完了の重要性や残業削減の取り組みを周知。
・ワークライフバランス向上のため、時間外労働抑制の社内キャンペーンを実施。

3 5.5
8.5
8.8

10.3

16
【人材育成】
・適切な能力開発、教育訓練の機会を従業員に提供している。

●
・研修体制の整備や必要経費の支給により、外部研修の受講や各種資格の取得を奨励している。
・良好な職場環境の醸成や部下の能力開発など、適切なマネジメントを実施できる管理職を育成するための教育を実施している。

4 5.5 8 9

17
【健康経営】
・従業員が心身ともに健康を維持できるよう対策を講じ、生産性の向
上等に取り組んでいる。

●

＜健康経営の具体的施策＞
・定期健康診断やストレスチェックの実施
・社内フィットネスや運動プログラムの導入
・メンタルヘルス研修や相談窓口の整備
・フレックスタイム・テレワークなど柔軟な働き方の推進

3 8 17

18
【ダイバーシティ経営】
・多様な人材（女性、外国人、障がい者、高齢者等）が、十分に活躍でき
る環境の整備に取り組んでいる。

●
・業務運営や昇進・昇格等に、人種、性別などの違いによる差別的待遇はない。
・従業員の雇用に向け、外国人やシングルマザー・シングルファーザー等の多様な人材が活躍できる体制を整備している。 4.4

5.1
5.5

8.5
10.2
10.3

16.7

19
【新しい生活様式への対応】
・新型コロナウイルスをはじめとする感染症対策としても有効なテレ
ワークや時差出勤、ウェブ会議等を導入している。

●

＜職場での基本対応＞
・発熱や風邪症状がある従業員は、無理な出勤を避け、自宅療養を推奨。
・マスク着用は個人判断に委ねつつ、高リスク者や医療現場など必要な場面では着用を推奨。
・手洗い・手指消毒、換気などの基本的な衛生管理は引き続き継続。
・時差出勤、在宅勤務（テレワーク等）を導入するなど、新しい働き方に対する労務管理体制を整備している。
・ウェブ会議、在宅勤務やワーケーションを推奨している。

3 8 9.1 11 12

20
【デジタルトランスフォーメーション（DX）の推進】
・ICTやAIを活用したデジタル化やオンライン化等のDXの推進により
業務の効率化やビジネスモデルの変革に取り組んでいる。

●
・ＤＸ推進チームを組成し、ＩＣＴを活用したマネジメントとマーケティングの実現に向け、業務改革に取り組んでいる。
・手続きやカタログ等の電子化を進めている。
・小規模事業者補助金等のＩＴ投資によりテレワークを推進している。

8 9.1 11 12

21
【ブライト企業】
・ブライト企業に認定されている。

● 3 4 8 9 12

労
働
・
人
権
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基本項目記入数 チャレンジ項目記入数

チェック項目

新規

22
【環境汚染予防】
・廃棄物や有害化学物質の適切な管理、及び処理に取り組んでいる。

●

【職場での具体的取り組み】
＜廃棄物管理＞
事務所の消耗品やごみなどの廃棄物を分別し、リサイクル可能な資源は再利用。

＜省エネルギー・資源節約＞
・照明や空調の効率化、機器の省エネ運用を徹底。
・コピー用紙や包装材の使用量削減、電子化の推進。

＜教育・啓発活動＞
・環境保全に関する社内研修やポスター掲示で従業員に周知。
・「環境負荷を減らす意識」を職場文化として浸透させる。

3.9 6.3 11.6 12.4 14.1 15.1

23
【エネルギー】
・電力やガソリンなど、自社のエネルギー使用量を把握し、その削減に
取り組んでいる。

●

【エネルギー使用量の把握・削減】
＜電力使用量の把握＞
・LED照明や高効率照明の導入
・空調設備の効率的運用（温度設定の見直し、タイマー運用）
・待機電力の削減（不要な機器の電源オフやコンセント管理）

＜燃料・車両関連の省エネ＞
・ガソリン車の燃費管理
・ハイブリッド車・電気自動車（EV）への切替
・移動ルートの効率化による燃料消費削減

＜業務プロセスの効率化によるエネルギー削減＞
・ペーパーレス化や電子化でプリンタ・コピー機の電力使用を削減

7.3 13

24
【温暖化対策】
・自社の温室効果ガスの排出量を把握し、排出の抑制に取り組んでい
る。

●

【温暖化対策の職場での取り組み】
・LED照明や高効率空調設備の導入
・待機電力の削減、機器の効率運用
・ハイブリッド車や電気自動車の導入・ペーパーレス化や電子化で印刷

2.4
7.2
7.3
7.a

12.4 13 14 15

25
【生物多様性】
・自社活動が環境（生物多様性や生態系等）に悪影響を及ぼさないよう
に配慮している。

●

【職場・事業活動での具体的取り組み】
＜自然環境への影響の抑制＞
・事業所周辺の緑地・植栽を保全し、在来植物の保護を推進。
・リサイクル・再利用の推進による廃棄物削減。
・地域住民や学校と連携した環境保全活動（植樹、清掃活動、観察会など）を実施。

＜取引先・サプライチェーンへの配慮＞
・取引先に対しても環境配慮型の原材料調達や工程を推奨。
・サプライチェーン全体での生態系保全を意識した取り組みを共有。

6.6 14 15

26
【効率的な資源利用】
・ごみを減らし、資源を有効的に繰り返し使うため、発生抑制（リデュー
ス）、再使用（リユース）、再生利用（リサイクル）に取り組んでいる。

●
・再生用紙の利用を推進している。
・ペーパーレス化、裏紙の利用を促進している。
・環境に配慮した材料、製品の提供を通じて、リサイクル率の向上に取り組んでいる。

9.4
12.2
12.4
12.5

14.1 15

27
【水の管理】
・熊本の水資源の質と量の保全に取り組んでいる。

●

【職場・事業活動での具体的取り組み】
＜啓発・意識向上＞
・洗面所や給湯室での水の出しっぱなし防止を徹底。
・社内掲示板やイントラネットで節水の重要性を周知。

2.4

6.1
6.3
6.4
6.6
6.b

11.5
14.1
14.2
14.3

15 17

28
【環境に配慮した製品等】
・環境に配慮した製品の購入や製品の開発・製造に取り組んでいる（グ
リーン購入、リサイクル製品認証等）。

●

＜原材料面での配慮＞
・再生可能資源や認証資源（FSC認証の木材、オーガニック素材など）を使用している製品を選択する。
・有害化学物質を使わず、安全性を確保再生紙利用を推奨している。廃棄・リサイクル段階での配慮
・分別しやすい構造、リサイクル可能な素材を選択する。
・再利用やリサイクル方法を明示している製品を選択。

9.4
12.4
12.5

13 14 15

29
【食品ロスの削減】
食品ロスの削減に取り組んでいる。

● 1 2 6.4 12.3 14 15 17

30
【緑の保全管理】
・壁面緑化や植栽など緑の創出と保全、管理に取り組んでいる。

●
11.6
11.7

13.1
13.3

15 17

31
【エネルギー効率の見直し・再生可能エネルギーの利用】
・高効率機器の導入等によるエネルギー使用率の改善または再生可能
エネルギーの利用に取り組んでいる。

●

7.1
7.2
7.3
7.a

9.4 11.5
13.1
13.3

32
【森林資源の循環利用に向けた取組み】
・”伐って、使って、植えて、育てる”の持続的な森林利用への取組みを
推進している。

● 6 9.4
11.3
11.4
11.5

12.2 13 15

33
【植林等の取組み】
・植林等の森林整備活動に取り組んでいる。

●
6.1
6.3
6.6

11.3
11.4
11.5

12.2 13 15

34
【海洋ごみ】
・環境中で分解しにくいプラスチックの使用削減等、海洋ごみ、海洋汚
染の防止削減に貢献している。

●
12.2
12.5

14

35
【環境に配慮した交通手段】
・電車やバスなどの公共交通機関の利用や、電気自動車や水素自動車
などの環境にやさしい自動車の使用を促進している。

● 9.4 11.2
13.1
13.3

36
【2050年CO2排出量実質ゼロへの取組み】
・2050年CO2排出実質ゼロを目指し、計画的にCO2削減に取り組ん
でいる。

●

7.1
7.2
7.3
7.a

9.4
11.6
11.a

12.8 13 17.2

環
境

4
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37
【製品・サービスの安全性と品質】
・製品・サービスの安全性や品質を確保する仕組みを構築している。

●

【製品・サービスの安全性と品質に関する取り組み】
＜リスク管理＞
・サービスの利用時に想定される危険や不具合を事前に分析（リスクアセスメント）。
・発見したリスクに対して、設計改善・注意喚起などの対策を実施。

＜取扱説明書・マニュアル作成＞
・正しい使用方法、注意点、緊急時対応を明記。
・分かりやすい言葉や図解を用いて、顧客が安全に使用できる情報を提供。
・法令や業界基準に従い、定期的に内容を更新。

＜顧客意見の収集・活用＞
・アンケートやヒアリングで利用者の満足度や改善点を把握。
・相談センターやカスタマーサポート窓口で問い合わせ・クレームを受け付け、社内で共有・改善に反映。

＜品質管理体制の構築＞
・サービス提供工程でのチェックリストや作業工程を整備。
・社内の標準手順やガイドラインに基づき、一定水準以上の品質を維持。

＜従業員教育・意識向上＞
・品質管理に関する研修を実施し、従業員に手順や基準を周知。
・顧客対応時の注意点や改善方法を共有し、サービスの信頼性向上を図る。

3.9 9 12.4

38
【ユニバーサルデザイン 】
・障がい者、高齢者に特定せず、誰もが利用しやすいサービス提供や環
境整備を行っている。

●

【サービスのデザイン改善】
・誰でも簡単に操作できるWEB制作物のボタン配置や分かりやすい操作表示。
・色覚や視力に配慮した色・コントラストWEB設計。
・説明書やマニュアルに分かりやすい言葉や図解を使用。

9.1 10 11.7 17

39
【地域資源】
・地産地消を推進し、熊本県産の原材料を優先的に使用している。

●
・生産者と連携して県産の原材料の優先的利用を促進し、地産地消を推進している。
・熊本県内の地域人材資源の活用も行っている。

2.3
2.4

7.3 8 9 11.a 12.3 13 14 15 17

40
【木質化の取組み】
・自社の執務室等の天井や床、壁等の内装や外壁等に木材を使用し、木
質化を推進している。

● 7 12.2 13.1 15

41
【社会課題解決】
・社会課題を解決するための製品・サービスの開発・展開に取り組んで
いる。

● 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17

42
【攻めの農林水産業】
・地域における産学官連携等による新たな品種開発を促進するなど、
地域レベルで農林水産業の生産能力向上に取り組んでいる。

●
・ICTやロボット等の新技術の活用により、農作業の効率化、生産性の向上に取り組んでいる地域への視察を行っている。
・ICT研修を積極的に受講し、知識向上を目指し、農家への事例紹介や、提案を行っている。

2.3
2.4

8.2
9.2
9.4

11.a 12.2 14 15 17

43
【地域への参画】
・自治活動や福祉活動、防災活動や寄付、ボランティアなど社会貢献活
動に積極的に取り組んでいる。

●
・地域事業者として、地域の防災活動や自治会活動に参画している。
・地球規模又は地域が抱える課題解決のため、UNICEFへの寄附を行っている。 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17

44

【防災、減災、レジリエンス（自助）】
・過去の地震や水害などの災害を教訓に、事業への被害を防止・軽減す
るため、ハザードマップを確認し、避難行動計画や事前防災対策を進め
ている。

●

・定期的に避難訓練を行っている。
・事業所において、防災備蓄や防災グッズを常備している。
・従業員にハザードマップを周知している。
・【予定】令和8年3月までに、ハザードマップを踏まえた、災害に対応する保険に加入する。

4 11.5 13.1 16

45

【防災、減災、レジリエンス（共助）】
・地域防災の担い手としての認識を持ち、防災士、水防団員、救助救急
等の必要な技能を持つ社員を育成したり、地域消防団の活動に参加し
ている。

●

【 防災・減災の具体的事例】
＜防災訓練・避難訓練の実施＞
・年1回以上、全社員参加の避難訓練を実施。

＜災害リスクの評価・備蓄＞
・非常食、水、医療用品、懐中電灯などの備蓄。
・重要書類やデータのバックアップ・クラウド保存。

＜情報伝達手段の整備＞
・緊急連絡網や社内チャット、メールによる安否確認体制の整備。
・災害時の行動指針をマニュアル化し、従業員に周知。

1.5 3 4 10.2 11.5 13.1 16 17

46
【防災関連商品の開発・販売】
・防災関連商品の開発・販売を促進している。

● 9 11 12 13.1

47
【SDGsの普及啓発】
・環境問題や人権問題をはじめとした社会課題の解決に向け、SDGs
の普及啓発や教育機会の提供を行っている。

●

【SDGsの普及啓発】
＜社内啓発活動＞
・SDGsの内容や自社の取り組みを紹介する社内セミナー・研修の実施。
・社内掲示板やイントラネットで、SDGsに関する情報や実践事例を定期的に共有。
・社員向けにSDGs関連のチェックリストやガイドラインを配布し、日常業務での意識付けを促す。

＜顧客・取引先向け啓発＞
・サービス説明に、環境配慮や社会貢献活動の情報を記載。
・ニュースレターやWebサイトでSDGsに関する取り組みを紹介。
・取引先向けにSDGs関連の勉強会や情報交換会を開催。

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17

48
【インターンシップ等の受入れ】
・職場体験、インターンシップの受入れ、職場関連授業の実施など、地域
の児童や学生に対し、職業の学びの場を提供している。

●
・海外（アフリカ：カメルーン）からインターン生（大学院生）を受け入れた。
・地域内の高校生や大学生のインターンシップを、積極的に受け入れている。
・地域内の学校等と連携し、出前授業などを行っている。

4 8.6 10.2 17

49
【若者の地元定着等】
・若者の県内就職を促進する取組みを行っている。

●
・地元の生徒、学生を積極的に雇用している。
・若者や子供を支援する寄附・協賛等を行っている。

4.4
8.5
8.6

17

50
【農林水産業の担い手確保】
・子どもに対する農林水産業教育を行うなど、地域における農林水産
業従事者の確保に取り組んでいる。

●

【農林水産業の担い手確保に関する具体的取り組み】
＜新規就農者の育成・支援＞
・新規就農希望者に対する農家の紹介

＜メンター制度による経験者からの個別指導や相談対応＞
・地域への移住促進
・若年層や都市部の人材向けに、農村への移住支援プログラムを実施
・住居・生活環境のサポート（空き家活用、住宅補助、生活相談）
・移住者向け交流会やコミュニティ活動への参加支援

2
4.3
4.4
4.5

8.6 10.2 12 13 14 15 17

25 25
・基本項目は25項目全てに、チャレンジ項目は25項目のうち5項目以上に具体的な取組みを記載してください。
・「企業」や「社内」とあるものは、NPO法人や個人事業主等はそれぞれの形態に応じて、読み替えてください。
・【予定】の項目は1年以内に【○年○月実施】として、具体的な取組みを記載のうえ、提出してください。
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